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はじめに-本調査の目的- 

 本調査は、1998 年 Regional Development Agency Act（以下 1998 年法）に基づき、1999

年地域再生を担うためにイングランドの 9 か所に設置された準政府機関である地域開発公

社（Regional Development Agency、以下 RDA）およびこの機関の監督機能などを有する

当該地域の自治体等により構成される連合体である地域協議会（Regional Assembly、以

下 RA）それぞれの機能と関係を明らかにすることを目的とする。ただし、ロンドンにつ

いては Mayor および Greater London Authority の議員が直接公選により選出され、

London Development Agency がこの元に置かれるという構造的な相違が存在するため、

本報告では取り扱わない。したがって、本報告の対象は、ロンドンを除く 8 か所の地域

（region）である。 

 また、2009 年 11 月議会において、地方自治、経済開発および建設法（Local Democracy, 

Economic Development and Construction Act 2009、以下 2009 年法）の成立により、RA

の廃止が正式に決定され、併せて Leader's Board（以下 LB）の任意設置が法定された。

これにより、従来の RDA-RA という地域再生を巡る枠組みは、今後 RDA-LB へと変化す

ることになる。 

 さらに、2010 年 5 月までに実施される総選挙において、RDA の設置およびその活動に

対して批判的な保守党が政権を奪取した場合、RDA 自体の廃止を含めた当該法律の改正な

いし廃止が行われる可能性があり、地域再生を巡る枠組みが大きく変化することも予想さ

れる。したがって、本報告の内容は、転換期におけるイングランドの広域行政の一端を紹

介するにとどまらざるをえないことをあらかじめお断りする。 

 ともあれ、本報告は、イギリス政府により発行された 2 つの報告書ないし白書"Review of 

sub-national economic development and regeneration"(2007) お よ び "Prosperous 

Places : Taking forward the Review of Sub National Economic Development and 

Regeneration"(2008)ならびに 2009 年法を手がかりに、現地インタビューの内容を踏まえ

た内容とする。 
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1.RDA および RA の沿革 

 都市再生を巡る RDA の役割については、クレアレポート No.2531に詳しい記載がある。

そこで、本章では RDA および RD 設立の経緯および現況について概説する。 

（1）RDA の沿革 

 1998 年法により設立が規定された準政府機関である RDA は、1999 年実際にロンドン

を除く2イングランドの 8 つの地域に設置された。具体的には、北から順に、North West 

Regional Development Agency（以下 NWRDA）、One North East、Yorkshire Forward、

Advantage West Midlands、East Midlands Development Agency、East of England 

Development Agency、South West of England Regional Development Agency、South 

East of England Development Agency であり、図 1 の配置となっている。 

 

図 1 イングランドの地域区分 

 

出典:Communities and Local Government Committee in House of Commons, Is there a 

future for Regional Government?(Forth Report of Session 2006-2007), vol.l, p.11  

なお、本図に示される各 region を管轄区域として、上記の 8 つ（ロンドンを除く）の RDA

が設置されている。 

                                                
1 （財）自治体国際協会『英国の地域再生政策』（クレアレポート No.253、2004） 
2 London Development Agency の設置は 2000 年である。 
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 名称については、準政府機関ということもあって、後述の主務大臣の同意を得て理事会

によって決定することができる。 

 RDA の法定された役割は以下の 5 つである。 

① 域内の経済開発および再生を促進すること 

② 域内の事業効率、競争力を高めることおよび投資を促進すること 

③ 域内の雇用を促進すること 

④ 域内の雇用に結びつく技能の開発および投資を促進すること 

⑤ 持続的発展に寄与すること 

また、法定の権限は以下の 3 つである。 

① 財政支援を行うこと 

② 正当にえられる、最大の対価に満たない条件で土地を処分すること 

③ 法人を設立し、または法人の株主となること 

 この役割を果たすとともに権限を行使するための組織として、各 RDA には、4〜12 人

（現在では 15 人）から成る理事会（board）が置かれるとともに、事務局長（Chief Executive）

の元に戦略計画局など各部局が配置されることになるが、理事数および部局数等について

は各 RDA により異なる。各理事は当初商工大臣（Minister of Trade and Industry）の任

免によるものであったが、イギリスでは頻繁に行われる中央府省の再編により現在では通

商大臣（Minister of Business, Innovation and Skills、官庁としては Department of 

Business, Innovation and Skills、以下 BIS）がその任に当たっている。理事は、各地域

の社会経済的実情に応じて、自治体の議員、産業界の代表者、労働団体の代表者等が選出

される。他方、事務局長については、主務大臣の同意を得て、理事会が任免する。事務局

長を含め、各部局の長は、国や自治体で当該業務に従事した経験を持つものが選ばれるこ

とが多い。なお、ここで断っておかなければならないのは、通商大臣および BIS が単独で

RDA を所管するわけではなく、Department for Communities and Local Government

（Office of the Deputy Prime Minister より名称変更、以下 CLG）が共管官庁として存在

している点である。 

 次に、上記 RDA の機能を具体化するものとして、地域の経済開発を主眼とする三層構

造の地域再生計画がある。すなわち、中長期（10〜20 年）にわたる地域の経済開発を規定

する Regional Economic Strategy（地域経済戦略、以下 RES）、RES を具体化するための

優先項目、予算配分、行程表を定めた Corporate Plan（中期計画、以下 CP）、CP をさら

に細分化し 1 年ごとの年度別目標を掲げる Business Plan（年次計画、以下 BP）である。

まず、RES の策定に当たっては、後述の RA との協議を必要とする。ただし、RA の承認

までは必要としてはいない。その一方で、この策定に当たって、BIS との協議およびその

承認が必要とされている。次いで、RES に基づいて、CP が策定される。この策定に当た

っては、RA との協議は法定されていないものの、実際には多くの RDA は、RA との間で

協議を行っているようである3。ただし、策定された CP 案は、RES と同様 BIS に提出さ

                                                
3 2009 年 9 月に筆者が行った RDA および RA に対するインタビューによる。 
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れ承認を受ける必要がある。そして、最後に CP を具体化する年次計画としての BP が各

RDA 内部で策定されることになる。例えば、NWRDA4を例に採れば、1999 年策定の RES

は、2006 年に改訂され、当該地域の経済的発展に必要な牽引力として①生産性の改善と市

場の拡大、②労働市場の規模および能力の成長、③持続可能な成長に必要とされる諸条件

の形成および維持を掲げ、その各々に対して必要な政策（RDA の活動）を列記している。 

 

図 2 北西部の RES（2006 年改訂版）における RDA の活動と目的 

 

Source: NWRDA, Northwest Regional Economic Strategy 2006, p.7 

 

                                                
4 前掲クレアレポートでも記載があることから、比較する上で有用であると考え、今回も

取り上げる。 
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 ここで掲げられた目的を実現すべく、2008-2011 の CP では以下の 3 つの中期の目標お

よび対象（優先項目）が掲げられている。 

 

競争力あるビジネス 

①国際競争力ある分野の発展をサポート 

②企業形成、企業の生き残り、企業の成長率の改善 

③技術革新を通じたより付加価値のある活動の開発 

④グローバリゼーションから得られる機会の実現 

競争力ある人々 

⑤現在の労働力の中でのリーダーシップやマネージメント能力の開発 

⑥現在の労働力の中でより高いレベルの技能を身につけたいという需要を喚起 

⑦労働力の規模の拡大 

競争力ある場所 

⑧主要雇用場所ないし事業所の発展をサポート 

⑨民間投資の必要な物理的条件の改善 

⑩気候変動への適用および持続可能な資源利用の促進 

⑪企業および観光客の持つ当該地域に対するイメージの改善 

さらに、BP では、この 3 つの対象ごとに実施計画が立てられている。 

 

図 3 NWRDA の 2009/10 の BP における優先順位および実施計画の骨子 

 

Source: NWRDA, Our plans for the year ahead 2009-2010, p.6. 
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表 1 2008 年から 3 年間各 RDA に交付される単一再生予算 

total RDA Allocation by Region £ million   2008-09 £ million   2009-10 £ million   2010-11 Budget per 

Head 

(£)2009-10 

Advantage West Midlands 296 295 212 55 

East of England Development 

Agency 

132 136 108 24 

East Midlands Development Agency 161 160 131 37 

London Development Agency 346 375 326 50 

North West Development Agency 385 397 305 58 

One NorthEast 245 249 195 98 

South East England Development 

Agency 

161 165 133 20 

South West of England Regional 

Development Agency 

170 157 125 31 

Yorkshire Forward 297 317 228 62 

TOTAL [Single  Budget] 2,193 2,253 1,762   

Source: BIS HP より作成。 

（http://www.berr.gov.uk/whatwedo/regional/regional-dev-agencies/funding-financial-g

ov/page20136.html、最終閲覧日 2009 年 12 月 19 日） 

 

 以上の三層構造の経済戦略は、実際には地域に対して開発補助金として交付されること

により実現される。その意味で、RDA は中央政府の地域に対する資金提供主体ということ

ができる。その手続の詳細については、クレアレポート5に詳しいので、ここでは割愛する

が、端的にいえば RDA が自治体等によって申請された補助事業の内容が当該年度の BP

ないし中期計画である CP に合致するか否かを審査し、合致したものに対して補助金を交

付するという構造を採っている。例えば、NWRDA の場合、2008-2009 の年次報告書によ

れば、上述の⑥を実現する高等教育プロジェクトとして、大学からの申請を受けて、320

万ポンドがブラックバーンカレッジの新規大学センターに対して交付された6。 

                                                
5 前掲クレアレポート、p.79 参照。 
6 NWRDA, Annual Performance Report 2008-2009, p.p.10-ll. 
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 このような補助金は、主にいわゆる単一再生予算（Single Pot or Single Regeneration 

Budget）によるものである。この予算は、従来各省が個別に地域に対して交付してきた補

助金を一本化したものである。現在、BIS、CLG を始め、エネルギーおよび気候変動対応

省（Department of Energy and Climate Change）、環境、食糧および農村問題省

（Department for Environment, Food and Rural Affairs）、文化、メディアおよびスポー

ツ省（Department for Culture, Media and Sport）、イギリス商業投資機構（UK Trade and 

Investment）の 6 省庁等からの当該予算は成り立っている。 

 さらに、この予算に加えて、各 RDA は EU が圏域内の各地域（region）に対して交付

する欧州地域開発基金（European Regional Development Fund）およびイングランドに

対する農村開発プログラム（Rural Development Programme）を受け取っており、2007

年から 2013 年までにその総額は、90 億ポンドとなる。また、RDA の運営資金（年 600

万ポンド）は、これまで CLG が支出してきた。 

 最後に、RDA による地域経済開発の成果は、HP によれば 2002 年以降 50 万人以上の

雇用の創出ないしは確保を行い、新規事業を 56,000 立ち上げ、さらに、5,600 ヘクタール

の荒廃地を生活の場としたとされる7。この点については後述する。 

 

（2）RA の沿革 

 1998 年法によれば、RDA の設置と同時に、Regional Chamber（呼称は Regional 

Assembly）が付設可能とされ、実際にも 8 か所すべてで RA が設置されている。RA は、

総会と各委員会さらに委員会に付属する事務局から構成される。まず、総会は、基本的に

は当該地域の自治体（二層制の地域では、District Council および County Council、一層

制の地域では Unitary Council）の議員から複選制により選出される議員、地元の経済団

体、労働組合、NPO などの代表者から構成されるが、各 RA によりその構成員および構成

団体は異なっている。また、自治体議員の選出に際しても、1 構成自治体につき 1 名を RA

議員として選出する場合と人口比に応じた選出を行う場合がある。さらに、総会構成員は、

審議には参加できるものの、その全員が議決権を行使できるわけではなく、投票資格者の

60 パーセント（当初は 70 パーセント）は自治体選出議員である必要がある。 

 次に各委員会についてだが、これは法定されているわけではないので、各 RA により様々

な形態を採っている。ただし、共通して置かれているものに地域執行委員会（Regional 

Executive Board ないし Regional Executive Committee）があり、その他の委員会間なら

びに各構成主体間の調整等をこの委員会が行っている。また、各委員会の下に置かれる事

務局は、RA が雇用した職員と RA を構成する地方自治体等から派遣される職員とに大別

される。ただし、後者についても給与は、RA から支払われている。この両者の割合は、

各 RA により異なる。 

 RA の機能は、概括的にいえば、region における経済・社会・環境上の福祉の増進とさ

                                                
7 RDAsHP 参照（http://www.englandsrdas.com/what_we_do/、最終閲覧日 2009 年 12

月 19 日） 
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れる。これを具体的に法定したものとしては、大きく分けて 3 つがある。 

 すなわち、 

①中央政府に対して地域計画、住宅および交通問題についての助言を行う。 

②地域における計画策定団体（Regional Planning Body）として地域空間計画

（Regional Spatial Strategy、以下 RSS）の策定を行う（2004 年以降）。 

③RDA に対する監督を行う。 

 上述の委員会との関係でいえば、この 3 つの機能に対応して委員会が設けられている

RA がほとんどであり、例えば Yorkshire and Humber Assembly の場合には、地域住宅委

員会（Regional Housing Board）、地域計画委員会（Regional Planning Board）、地域交

通委員会（Regional Transport Board）、持続的開発委員会（Sustainable Development 

Board）、監督委員会（Scrutiny Board）の 5 つの委員会が設置されている。また、RSS

は、従前の地域の長期（20 年以上）にわたる開発計画に関する戦略的枠組みであった

Regional Planning Guidance を衣替えしたものであるが、策定に対する RA の権限を拡大

させる法改正8が 2004 年になされたことにより、特に RA の計画策定機能は拡大すること

となった。具体的には、2004 年以前の策定は、まず地域計画団体である RA が策定した戦

略枠組み案を国務大臣（当時は副首相）に提出し、国務大臣が最終的枠組みを発効すると

いうものであったのに対して、2005 年以降は、そもそも RSS の策定が法定されたのと同

時に、RA の策定した RSS を国務大臣（現在は地方自治担当大臣）が承認するという形態

に変化している。また、既存の地域交通戦略（Regional Transport Strategy）と準地域戦

略（Sub-regional Strategy）は、RSS に整合する形で修正を加えてこれに内包されること

となった。したがって、Yorkshire and Humber Assembly の場合は、内部構造上は実体的

には地域計画委員会の元に地域交通委員会が置かれることとなる。この戦略は、二層制の

地域で County Council が策定する天然資源および廃棄物開発枠組み（County Minerals 

and Waste Development Framework）および District Council ならび Unitary Council

が策定する地区別開発枠組み（Local Development Framework）の指針となる役割を持つ。 

 次に、RDA に対する監督機能は、具体的には RES が当該地域に対して有効に作用して

いるか否かを検証することを中心とする。ただし、この検証は RA が RDA に対して任意

に行うものではなく、両者の間で協定（Scrutiny and Strategic Review Protocol）を締結

して行うものとされている。この内容についても、各協定が必ずしも同一ではなく、検証

の回数や、聴聞の方法に差異が見られる。だが、RA が行う協定に基づく勧告に対して、

RDA が必ずしも是正を行う必要はなく、その意味で RA の監督機能は強制力を持つもので

はない。この点は、この後述べる RA の財政からも推測することができる。 

 RA は、自主財源を持たず、運営資金の多くを中央政府に依っている。その状況を

Yorkshire and Humber Assembly で見てみると以下の通りとなる。 

 

 

                                                
8 Planning and Compulsory Purchase Act 2004 
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表 2 Yorkshire and Humber の歳入     （単位：ポンド） 

  2007/08 2008/09 

構成自治体からの拠出金 222,000 222,000 

中央政府の交付金 2,338,968 2,182,000 

ヨークシャーヨーロッパ補助金 314,235 80,708 

現金および現物支給 566,203 400,116 

その他の収入 122,821 61,390 

合計 3,564,227 2,946,214 

Source: Yorkshire and Humber Assembly, Statement of Accounts 2008/09, 2009 より作

成。 

 

 この項目のうち、構成自治体からの拠出金は、222,000 ポンドで定額である。次にヨー

クシャーヨーロッパ補助金とは、先に挙げた欧州地域開発基金から RDA に対して拠出さ

れる基金のうちの一部が RDA を介して RA に交付されたものである。また、現金および

現物支給には、構成自治体等から出向で RA に勤務する自治体職員の給与等が含まれる。

この表から、RA は中央政府の交付金によってその運営が維持されていることが分かる。 

 次に、歳出を見る。 

 

表 3 Yorkshire and Humber Assembly の歳出（単位：ポンド） 

  2007/08 2008/09 

人件費 2,026,062 1,890,592 

施設費および物品費 281,790 218,238 

調査研究費 665,351 497,468 

その他 289,511 224,637 

合計 3,262,714 2,830,935 

繰り越し金 301,513 115,279 

Source: ibid. 

 

 この表から、RA が地域に対して直接投資をほとんど行っていないこと、言い換えると

ハードウエア整備ではなく、調査研究等のソフト事業がそのほとんどであることが分かる。

イギリスの自治体は、義務的経費に人件費を含める日本の自治体の捉え方とは異なり、人

件費も投資的経費と捉える傾向にあるものの、人件費は突出しているといえる。 

 この二つの表から、RA は専ら RSS の策定および RDA の活動に対する検証というソフ

ト事業を行っていることを伺うことができるが、RDA の活動の検証とはいうものの、運営

資金の交付先の一つである RDA に対してどの程度その活動を検討できるかは必ずしも明

らかではない。さらに、RSS と RES との関係も具体的に事業を展開する後者の比重が地



 10 

域において高まることが予想される。 

 なお、2006 年からＲＡは地域住宅委員会（Regional Housing Board）として、中央政

府に対して、地域における住宅整備の優先順位について提言を行う機能を有している。 

 

図 4 RA とＲＤＡの関係 

 

出典:Yorkshire and Humber Assembly, Assembly Essentials -What You Need To Know 

about..., 2008, p.4. 

 

（3）RA の直接公選化の動きとその頓挫 

 Planning and Compulsory Purchase Act 2004 の制定と時系列的には相前後するものの、

RA については、現在まで続く自治体の議員の複選制および地元経済団体等からの選出と

いう総会の構成に代えて、直接公選制の導入が検討された時期があった9。この検討に際し

ては、当時の副首相であったプレスコットが主導的役割を果たしたとされる。その背景に

は以下の事情があったとされる。彼の選出地域を含めた北部イングランドが南部イングラ

ンドと比較して産業構造上衰退しており（南北問題）地域開発の必要性がより高く地域特

性を踏まえた（民意のより直接的反映）開発の促進が図られるべきであるのに対して、間

接制に基づく RA は十分にこの機能を果たしていない。さらに、地域の境界を接するスコ

ットランドでは、労働政権によって行われた権限移譲により地域の内政自主権が拡大しイ

ングランド選出の国会議員がスコットランドの内政に関する法制定を行うことができない

のに対して､スコットランド選出の国会議員はイングランド（それ以外についても）の内政

に関する法制定が可能という不均衡な状況が生じていた（西ロジアン問題）。これらの問題

の解消を図るため、中央政府（ODPM）は、2002 年白書"Your Region, Your Choice"を発

表し、これに対する意見聴取を住民その他に対して行い（その内容は、ODPM "Your Region, 

                                                
9 詳細については、拙稿を参照されたい。馬場 健「1 イングランドにおける広域自治体

の再編-Regional Assembly 創設を中心に」『分権型社会の政治と自治』（敬文堂、2004）

p.p.97-116 
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Your Say"（2004）としてまとめられる）、この意見に基づいて、Draft Regional Assemblies 

Bill が 2004 年発表された。ただし、この間一貫して、直接公選の Regional Assembly は、

住民の意向に基づいて設置されるとされたため、この法案は特殊な成立過程を経ることと

なった。すなわち、直接公選の Regional Assembly 設置の是非を問うための Regional 

Assemblies (Preparations) Act が 2003 年まず制定され、最初の住民投票で、設置が可と

なった場合にのみ、Draft Regional Assemblies Bill は、Regional Assemblies Bill として

国会に提案されることとなっていた。 

 2004 年 11 月直接公選の Regional Assembly 設置にもっとも積極的であるといわれてい

た北東地域で住民投票が行われたものの、78 パーセントの反対によって当該自治体の設置

は否決された。これ以降、住民投票は行われず、Regional Assembly の直接公選化は沙汰

止みとなった。この背景には、そもそも住民にとって必ずしも身近なものではない地方自

治体の層がさらに増えることに対しての消極的感情があったとされる。 

 

2.RDA と RA の改革 

 2004 年の住民投票での否決によって民主的代表による RA の運営という方向性は一旦

後背に退いたものの、イングランドの地域的格差は依然として存在していた。さらに、中

央政府は、地球温暖化等環境の変化を最小限に抑えつつ経済発展を図るという新たな課題

にも対応する必要が生じた。また、2006 年度国会においても、「地域政府に未来はあるの

か」という報告書10がコミュニティおよび地方自治体委員会に提出され、RA を含めた地域

の運営が政治課題となっていた。この中で、RDA に対してはその官僚主義的補助金配分メ

カニズムと、細分化された評価システム11が、RA に対しては限られた資源（人員および予

算）と比較して機能が広範囲にわたり、RDA に対する監督機能が十分に果たされていない

点12のそれぞれに批判が向けられた。そこで、中央政府は 2007 月大蔵省、商業および規制

改革省（Department for Business, Enterprise and Regulatory Reform、以下 BERR、後

に BIS に再編）、CLG の 3 省共同で政策提言書"Review of sub-national economic 

development and regeneration"（以下 SNR）を発表し、RDA と RA を含めた地域開発の

枠組みについての改革を進めることとなった。続いて、白書として"Prosperous Places: 

Taking forward the Review of Sub National Economic Development and Regeneration"

が 2008 年 3 月に発表された。ただし、この白書の主管省庁は、BERR および CLG であ

り、大蔵省の名前はここから落ちている。この点について、当該 3 省に対してインタビュ

ーを行ったところ、大蔵省の担当官からは、「改革提案という企画立案に関する内容を持つ

SNR 策定には大蔵省は関与したが、その後の実施にかかわる白書の策定は、担当省庁に委

ねた」という見解が得られたが、他の 2 省庁の担当官特に BIS の担当官からは、当時の政

治的な状況についての見解が提示された。すなわち、SNR 策定時の大蔵大臣は、首相を兹

                                                
10 Communities and Local Government Committee, House of Commons, Is there a 
future of Regional Government? (Forth Report of Session 2006-07), HC352-1. 
11 op.cit., p.p.16-27. 
12 op.cit., p.p.27-35. 
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務したブラウンであり、彼は政府の重要案件に対して大蔵省が関与することを望んだとし、

SNR 策定にもこの特徴が現れているというものであった。事の真偽はさておき、白書の発

表後各方面から提示された意見を参考にしつつ、法律案が策定され、2009 年 11 月に改革

は、地方自治、経済開発および建設法（Local Democracy, Economic Development and 

Construction Act 2009、以下 2009 年法）として結実する。そこで、以下では、（1）SNR

および白書の内容、（2）2009 年法の内容、（3）現在の状況の 3 つについて概観する。 

 

（1）SNR および白書の内容 

 SNR は、6 章構成で、このうち、第 1 章〜第 4 章が 1997 年以降労働党政権下での地域

政策の沿革およびその評価が掲載され、第 5 章および第 6 章で改革の方向性が示されてい

る。また、白書は、5 章構成で、第 1 章には SNR に対する各関係者からの意見が掲載さ

れ、第 2 章以下に具体的な改革内容が記載されている。特に、前者は、RDA および RA の

実績および改革方針のみならず、地域における基礎自治体等の役割についての記述もある。

そこで、今回は、RDA および RA に関係する部分に限って概説する。 

 SNR 第 5 章では、まず改革の目的および改革を進める上での原則が示される。改革の全

体的目的は以下の通りである。すなわち、 

「改革の全体にわたる目的は、従前以上に効果的な経済開発、地域再生および近隣自治の

再生を達成する手助けをすることにある。これには、繁栄の増大に結びつく従前以上の民

間投資のための官民間の良好な関係を構築する必要がある。諸改革にはしたがって、下記

の確保が必要となる。すなわち、 

・ 地域（region）と各区域（places）が明確で安定的なサブ・ナショナルレベ

ルの枠組みの範囲内で経済的環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できること。 

・ （政府の）介入は、効果に基づいて優先順位が付され、市場の失敗に対応す

ることに注力されること。これには衰退地域に住む人々が経済的機会につなが

ることができるようにすることも含まれる。 

・ 様々な資源は、政策間の効果的な調整により、効率的に動員されること。 

・ 各評価指標は、適切に査定され評価された実証に基づいたものであること。

また、得られた教訓は、将来にわたり、介入や資源配分に反映されること。」 

そして、この目的を実現するための原則として、以下の 3 つが挙げられている。 

・ 政策を適切なレベルで運営すること。 

・ 役割の明確化を確実なものとすること。 

・ 各地区が自らもつ潜在能力まで到達できるようにすること。 

このような目的と原則の下、第 6 章では、より具体的な改革の方向性が示される。まず、

「より強固な地域層（Regional Tier）」を実現するために、明確な地域戦略の必要が主張

される。具体的には、前出の RDA が策定する RES と RA が策定する RSS の二本立ての

制度が本来は地域開発に必要な要素を減じる結果となっているとする。さらに前者は法定

されていないのに対して、後者は法定されているという法制度上の差異から、後者が地域

における様々な活動主体に対して実際上の影響をより強く与えることになっているという
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問題が指摘される。これは、裏を返せば、地域開発において財政上大きな役割を担ってい

る RDA の活動との齟齬が生じることを意味している。 

 そこで、SNR は、RES と RSS とを統合することにより、各地域の状況に対応した経済

的、社会的、環境上の目的を設定でき、その担い手としては、RDA が相応しいとする。た

だし、RDA はあくまでも準政府機関であり、中央政府に対して責任を負うにとどまり、監

督は主として BERR が行うことになる。これでは、SNR の別の部分で掲げている基礎自

治体の機能強化および地域開発の担い手という論理と合致しない。確かに、その処方箋と

して RA の強化という手法も考えられるが、ここではその方法は採用されない。その理由

として、先に述べたとおり RA が一方で直接公選の機関になりえず、他方で十分に公選自

治体の意見をまとめることができず、結果的に、みずからの地域全体の声を表明するに至

っていない点が挙げられている。この点については、インタビューを行った RA および

RDA の担当者が程度の差こそあれ異口同音に述べていた RA の問題点である13。 

 結論として、RDA には公選自治体と協力して、RES と RSS を統合した単一の地域戦略

を実施する主体とする一方で、RA は、既存の形で存続させないという提案がなされてい

る。また、従来 RA が有していた RSS 策定に際しての協議・合意機能および、RDA に対

する監督機能は、公選自治体が有することとされた。したがって、RDA は従来 RA が有し

ていた法定の地域計画団体という地位を継承することになる。 

 SNR の提言を受ける形で作成されたのが、白書である。白書では SNR とは異なり、RDA

および RA にかなりの程度限定して、その具体的改革を示している。その骨子としては、

RDA を従前以上に地域の戦略的な機関と位置づけて民間を援助しつつ地域開発を進める

主体と捉えるとともに、RA 廃止後に公選自治体が RA に換わって RDA の計画策定の手助

けをする機関を自主的に設置する自由を与えている点を挙げることができる。また、当然

のことながら、RES と RSS の統合も盛り込まれている。さらに、SNR で盛り込まれた公

選自治体の役割については、各地区の経済開発を進める上で今まで以上に強力な役割を担

う必要があるとしている。 

（2）2009 年法の内容 

 以上の提案に基づいて、中央政府は、RDA および RA の改革法案（Local Democracy, 

Economic Development and Construction Bill）を国会に提出した。この法案は、その名

の通り、RDA および RA の改革のみならず、地方制度全般に関わる内容を含んでいる。こ

のうち、今回の報告に直接関係するのは、第 5 部地域戦略（Regional Strategy、以下 RS）

の部分である。まず、第 70 条では、先に述べた RSS の RS への名称変更および RSS の統

合が規定された。ただし、既存の開発計画は、RSS に基づいて作成されているため、即座

に新たな RS を策定する必要はなく、RSS の改定期に RS へと変更することを認めている

（第 82 条）。次に、第 71 条では、RA に代わるリーダーズ・ボード（Leaders' Boards、

以下 LB）が規定されている。この委員会は、公選自治体が地域レベルで集合的に行動す

                                                
13 筆者の RDA および RA に対するインタビュー。インタビュー先等については文末のイ

ンタビュー表参照。 
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るための団体であり、法人格を取得するか否かは問わない。この構成団体は、ディストリ

クト、カウンティ、国立公園庁、水郷庁である。また、この団体は、国務大臣（ここでは

地方自治大臣）が設定した基準に基づいて設置しなければならず、その設置には国務大臣

の承認が必要である。さらに、国務大臣は当該団体の活動を非効率と見なした場合には解

散させる権限を持つ。第 71 条では、地域責任団体として、LB と RDA が共同したものと

しているが、LB が設置されていない場合には、RDA が単独で責任団体となるとしている。

また、地域責任団体は、新設の RS の策定主体となり（第 72 条）、その策定および改訂作

業を行う責任を負う（第 73 条）。ここでの改訂作業では、改定案を利害関係人に検証させ

なければならず（第 74 条）、改定案の公聴会を実施しなければならない（第 75 条）。最後

に、国務大臣が承認することにより改定案は成案となるが、国務大臣はその修正を求める

ことができる（第 76 条）。さらに、国務大臣には、必要な時期にこの改訂を地域責任団体

が行わなかった場合、みずから改訂する権限が留保されている。最後に、RDA は RA の実

施に関する責任を負う（第 83 条）。 

 以上条文を見る限り、RDA の権限が強化されると同時に、国務大臣の権限も併せて強化

されたと見ることができる。これは、現在の中央政府の民主的統制に対する考え方の一端

を示していると思われる。すなわち、国務大臣は国会により選出された国会議員で国会議

員は国民によって選ばれている。したがって、国務大臣が RDA を統制するのは民主的統

制であるという論理である。SNR の民主的統制に対する基調も、インタビューでの中央省

庁の担当官の考えもさらには RDA の担当官の考えも同様のものであった。この点がある

意味今回の改革の特徴ということができるかもしれない。 

（3）現在の状況 

 2009 年法の制定が進んでいる中で、各 RA は法律成立を見越して、みずから廃止を決め

る場合と模様眺めをする場合とに態度が分かれた。ただし、現在では、すべての RA は廃

止され、LB の設置準備段階にある。 

 

おわりに-今後の課題- 

 今回の調査では、RDA および RA を中心とした地域開発に焦点を絞った。しかし、2009

年法は、これ以外にも経済繁栄委員会（Economic Prosperity Boards）や連合自治体

（Combined Authorities）の設置というサブ・リージョナルレベルでの新たな枠組みも提

案している。したがって、今後これらも含めて全体としての地方制度を概観する必要があ

ると考える。 

 

参考資料 インタビュー日程およびインタビュー先 

月  日 訪問先 
面会者 

氏名 職名等 

9 月 14 日 Association of North East Council 
Jonathan 

Rew 
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  ONE North East 

Tom 

Warburto

n 
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Regional Strategy 
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Roll 
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Manager 

        

9 月 15 日 Local Government Yorkshire and Humber 
Justin 

Homer 

People & Places 

Strategy Manager 

    
Rebecca 

Baran 
Assistant Director 

        

  Yorkshire Forward 
Helen 

Todd 
秘書 

    他 7 名   

        

        

        

9 月 16 日 North West Development Agency 
Danien 

Bouke 

Policy and 

Partnership 

Manager 

        

  4NW   

    
Steve 

Barwick 
Director of Strategy 

        

9 月 21 日 South West Regional Development Agency 
Maureen 

Alderson 
Head of Policy 

        

        

9 月 23 日 HM Treasury 
Matthew 

Collins 

Head of Local 

Performance 

Branch, Local 

Government & 

Regions Team | 

Public Services & 

Growth 
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  House of Commons 
Mick 

Hillyard 
  

        

9 月 24 日 Department of Business, Inovation and Skills 
Steve 

Michell 

Economic 

Development 

Directorate,Regiona

l Policy and 

Performance 

        

9 月 25 日 
Department of Communities and Local 

Government 

Matthew 

Clifton 

Team Leader, 

MAAs, 

City-Regions and 

Digital Inclusion 

        

  Sharpe and Pritchard 
Alastair 

Lewis 

Parliamnetary 

Agent 

 


